
インテグリティの追求
マイクロン 企業行動倫理規範



チームメンバーのみなさん
マイクロンでは、生活を豊かにするべく世界の情報利用の在り方を変革するというビジョン、メモリおよび
ストレージソリューションのグローバルリーダーとなるミッションを達成するために、私たち全員が全力で
取り組んでいます。しかしながら、成功は事業目標を達成することだけではなく、私たちがいかにビジネス
に携わるかということにも関わっています。何より大切なのは、私たちが誠実さ（インテグリティ）に基づい
て常に行動することです。ゆるぎない誠実さは、マイクロンの企業価値、そしていかにビジネスを進めるか
における基本原則です。誠実さは業績に優越します。業務上の行動、結果、または関係のために妥協するこ
とがあってはなりません。マイクロンの全チームメンバーおよびリーダーは、最高水準の誠実さを追求し、こ
れを体現しなければなりません。それなくしては、長期的なビジョンやミッションを達成することができな
いのです。

「インテグリティの追求：マイクロン 企業行動倫理規範」と題する本資料は、誠実さを持って行動し、正し
い判断を下すためのガイドラインとなるものです。オフィサー、チームメンバー、ディレクターの全員が、ガ
イドラインの内容を承知し、実践する責任を負っています。マイクロンのどこで業務に携わろうと、具体的な
仕事が何であろうと、誠実さは常に重要です。

むろん、あらゆる状況への対処法をこの規範でカバーすることはできません。どうやってもそれは不可能で
す。場合によっては何が正しい行動かの判断が難しいかもしれません。そのような場合はいつでも、皆さん
のマネージャー、法務部、または本規範第1章の「サポートを受けるには」に記載された他のリソースに相談
することができます。また、当社の規範に対する違反があったと思われる場合もこれらのリソースに相談す
ることができます。マイクロンは質問や報告を歓迎します。誠実に懸念を伝える人に対して当社が報復する
ことは一切ありません。

私たちの一人ひとりが、マイクロンが成功するための大切な役割を担っています。当社があらゆるビジネス
取引で誠実な行動を見せるかどうかが、それぞれの肩にかかっているのです。皆さんの助けがあるからこ
そ、日々、質の高い製品と倫理的な行動に対するマイクロンの評価を積み重ねてゆくことができます。

どうぞよろしくお願いいたします。

CEO 
ごあいさつ

Sanjay Mehrotra
最高経営責任者（CEO）

インテグリティの追求：マイクロン 企業行動倫理規範 i



誠実さに対する私たちのコミットメン
トは何よりも大切です。当社の評判の
質の重要さは、製品の質の重要さと
まったく変わりありません。誠実さは
業績に優越します。業務上の行動、結
果、または関係のために妥協すること
があってはなりません。

私たちの未来は継続的な変革の先に
築かれますが、日々のオペレーション
は、ゆるぎない誠実さとプロフェッシ
ョナリズムを伴ったチームメンバーの
業務遂行に対するコミットメントなく
しては進めることができません。

私たちのコミットメント
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規範に従う
倫理的な行動とは、私たちの業務や事業場所に適用されるすべての法律と規則に従う責任をしっかり果た
さなければならないことを意味します。些細なものであれ、いかなる法律にも違反することはありません。
一方、当社が自らに課す基準は単なる法律の順守にとどまりません。私たちは、状況に応じて倫理に適っ
た選択をしたいと考えています。多くの場合は適切に判断することで正しく行動できますが、確信がないケ
ースに直面した場合はためらわず質問してください。

この企業行動倫理規範は、正しい行動への当社のコミットメントを示すものです。マイクロンチームの一員
となることで、皆さんはこのコミットメントの擁護に同意しています。皆さんの役職や機能に適用される当
社の規範、ポリシー、法律が掲げる基準を理解しなければなりません。また、常にそれに従うことが必要
です。これらの基準に従わないチームメンバーは、自分自身や同僚、そしてマイクロンにリスクをもたらしま
す。規範に違反した場合は、最高で解雇を含む懲戒処分、さらに状況次第では刑事訴追の対象となる可能
性があります。

この規範は、チームメンバー（従業員、オフィサー、ディレクター）および臨時従業員を含む、マイクロンで働
く全世界の人員に適用されます。この規範が示す基準を確実に実行することが私たち全員に求められてい
ます。共に働くすべての第三者（ベンダー、サプライヤー、請負業者、販売業者、販売代理人）もこの規範の
骨子となる基準に、または原則的な内容が相当程度に類似している場合はそれぞれの組織が定める行動
規範およびポリシーに従うべきです。取るべき適切な行動が不明な場合は当社の規範をガイダンスとして
参照してください。

マイクロンは、世界最大級の半導体企業を築き上げる過程において、誠実さをもって行動するという長く豊
かな伝統を継承しています。そして今日、誠実さは当社の基本的価値であるPeople（人）、Innovation（革
新性）、Tenacity（粘り強さ）、Collaboration（協働）、そしてCustomer Focus（お客様重視）の基盤となって
います。そのような伝統の維持と、ゆるぎない誠実さによる当社の基本的価値の確実な遂行が、私たち一
人ひとりの手にかかっています。それは、個人そして会社としての、成功の鍵となります。 

マネージャーおよびスーパーバイザーの責任
当社が倫理的な文化を堅持するにあたり、私たち全員が重要な役割を担っていますが、マネージャーおよび
スーパーバイザーにはさらなる責任が課されています。マネージャーやスーパーバイザーは、誠実さとコンプ
ライアンスの企業文化を構築、維持するための役割を果たさなければなりません。そのためには以下を実
施してください。

 ▪ 倫理的な行動の模範を示す
 ▪ 規範順守の方法および入手可能なリソースについて、部下が理解していることを確認する
 ▪ 部下が確実に規範を順守するよう監督する
 ▪ 規範に定められた基準を徹底する
 ▪ 規範、コンプライアンス、誠実さに違反した行為の可能性について疑問や懸念を表明するチームメン

バーを支援する
 ▪ 疑問や懸念を理解するために注意深く耳を傾け、絶対に報復したりチーム内での報復を許したりしない

マネージャー、スーパーバイザーとして、倫理的な行動は皆さんから始めてください。周囲の倫理的な行動
を引き出す最良の方法は自ら模範を示すことだと心がけてください。

皆さんの役割
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誠実さをもってビジネスに携わる：
当社規範の概要
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当社規範の役割
マイクロンでは、私たちが誠実にビジネスに携わるよう力を尽くしています。当社の規範は、適切な行動が
必ずしも明確でない場合も含め、その努力を支えるために満たすべき行動基準を定めています。当社の規
範は、Responsible Business Alliance（責任ある企業同盟、RBA）行動規範などの業界基準を含む、当社の
業務に適用される法律および倫理的原則の概要を示しています。適切な判断に役立ててください。当社の
規範やRBAの規範で定められた基準は法律の要求範囲を超えている場合もあります。また、本規範は当社
のすべての行動における誠実さへのコミットメント、そして私たちが互いに要求する高い倫理基準について
述べると共に、私たちの守るべき基準や助けが必要な場合に頼るべきリソースを説明します。本この 規範
の順守はマイクロンの成功を助け、私たち相互の、また関係者との信頼を構築する役に立ちます。

RBAとは？
責任ある企業同盟（RBA）はマイクロンを含む大手企業のグループであり、グローバルサプライチェーン
全体を通じて責任ある労働条件、倫理的な商慣習、環境管理を推進するために協力しています。RBA
のメンバーは、労働、安全衛生、環境活動、倫理、および管理システムの点で自分たち自身とそのサプ
ライチェーンへの要求を述べた、RBA行動規範に従っています。私たち皆がRBA行動規範を守り、それ
をサプライヤーにも徹底させることが求められます。当社の規範には、RBA行動規範のさまざまな重
要条項に関する一般情報が記載されています。これらのトピックに関する詳細は、当社のグローバル
ポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載のRBA行動規範を参照して下さい。

マイクロンでは倫理的な選択の助けとなるその他のリソースも整備しています。例えば、各種グローバルポ
リシー（エイリアス：policy/）、各種チームメンバー用ハンドブック、コンプライアンス・倫理部門サイト（エ
イリアス：CEC/）からご覧いただくことができる追加資料などがあります。より詳細な情報を提供するた
め、この規範全体を通してこれらの資料に言及しています。

当社の規範および補足資料が適用される法律や規則よりも厳格である場合は、常に当社の規範および補
足資料に従ってください。また、不明点については質問してください。より詳細については、本規範の最後
に掲載された「追加リソース」をご覧ください。.

当社の規範は、誠実さをもって事業に携わる当社のコミット
メントを支えるために満たすべき行動基準を定めています。
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サポートを受けるには
疑問を感じたり不正の可能性に気づいたりした際に声を上げることで、私たちは誠実さに対する当社のコミ
ットメントを擁護します。実際の不正やその疑いを報告することによってマイクロンは潜在的な問題を調査
し、不正を阻止し、業界リーダーたる当社の評判を傷つけるような行為を防止することができます。
懸念の報告やご質問は、次のいずれかにご相談ください。

 ▪ 所属部門のマネージャー
 ▪ 当社のオフィサー
 ▪ 安全部門、人事部門（HR）、従業員関係部門（ER）またはセキュリティー部門などの懸念事項に関わる

事柄に精通した部門
 ▪ 法務部門
 ▪ チーフコンプライアンスオフィサー
 ▪ バイスプレジデントまたは労務／雇用部門、CEおよび持続可能性部門
 ▪ グローバルコンプライアンス・倫理部門のディレクター
 ▪ マイクロンのコンプライアンス・ホットライン

マイクロンでは、特に差しさわりがない場合は質問や懸念を部門マネージャーに伝えるよう勧めています。
それ以外の場合は、他の人的リソースまたはコンプライアンス・ホットラインにご連絡いただくことができ
ます。コンプライアンス・ホットラインは第三者プロバイダーによって運営され、マイクロン内外のどなたで
も、インターネットまたは電話を通じて年中無休、24時間ご利用いただくことができます。あるいは、エイリ
アスhelpline/、コンプライアンス・倫理部門サイト（エイリアス：CEC/）、または社外向けmicron.comホーム
ページを通じてMicronNowからアクセスすることができます。 
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現地の法律によって禁じられている場合を除き、コンプライアンス・ホットラインでは匿名で懸念事項を報
告することができます。しかしながら、報告内容の調査をより円滑にするため、できるだけ連絡先を残して
いただくようお願いしています。報告は率直かつ正直にお願いします。意図的に誤った情報や誤解を招く情
報を含めないでください。当社の十分かつ適切な調査に役立てるため、情報はできる限り詳しくお願いし
ます。当社はいただいたご報告すべてに真摯に対応します。

報告することで、その人は当社が倫理を保って成功を続けられるよう役割を果たしています。懸念について
直接所属マネージャーに相談したり、ある事柄について特定の個人や部門に質問したりすることもできま
すが、前述のリソースに懸念事項や違反の恐れをご相談いただくことも常に可能です。できる限り早く声を
上げることは、特定の専門相談先を見つける心配をすることよりもずっと重要なことです。

マイクロンでは、チームメンバーが懲罰や報復を恐れることなく違反の疑いを報告して調査に参加できるよ
うな、「声を上げる」環境作りに力を尽くしています。誠意をもって懸念を表明したり調査に参加したりする
人への報復は決して許されません。誠意ある報告者に報復を行った者は、誰であっても解雇を含む懲戒の
対象となる可能性があります。私たちの行動にお互いに責任を持つことが当社を成功に導く要です。不正
の可能性に気づいた場合に声を上げる義務、および調査に協力する義務に関する詳細は、第5章の「調査
および監査」をご覧ください。

ご自身が報復を受けた、またはそれを見聞きした場合は、前述のリソースのいずれか、または本規範の最後に
記載されている「追加リソース」の詳細に従い、直ちに状況を報告してください。

誠意をもって懸念を表明したり調査に参加したりする人への
報復は決して許されません。
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仲間であるチームメンバ 
ーのための誠実な行動 
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ジェームスはマリアナの同僚で、ネットで見たジョークを同僚たちに聞かせては喜んでいま
す。ジョークの落ちの多くは民族や人種、性別についての偏見に関わるものです。マリアナ
はジョークを不快に感じ、ほかの何人かも同じように感じていることに気づいています。さ
て、マリアナはどうすべきでしょうか。

ジョークが不快であること、ジョークを止めて欲しいことをジェームスに伝えるべきです。も
しマリアナがジェームスに言いにくいと感じたり、ジェームスが同様の発言を続けたりする
場合は、ジェームスの行為について所属のマネージャーに相談するべきでしょう。不快で嫌
なジョークを職場に持ち込むべきではありません。この種の発言はマイナスの空気を醸し
出し、人々に不快感をもたらします。マイクロンは誰もが尊重されていると感じ、最高の仕 

      事ができる環境を作りたいと考えています。

多様性、公平性、受容性（DEI）
マイクロンにとって、競争優位の獲得に不可欠な原動力はチームメンバーです。チームメンバーの多種多様
な経験や視点、経歴によってマイクロンの最高のイノベーションが生み出されていると考えます。当社は多
様性に関する視野を広く保っています。多様性の側面は一つではありません。多様性には、人種、民族、性
別、性的指向、社会経済的地位、障がいの有無、年齢などがあります。目に見えるものも目に見えないも
のもあります。公平性とは、マイクロンで働く誰もが自己を開拓し、貢献し、成長する機会を持っていること
です。出自は問われません。受容性とは、当社のチームメンバーが認められ、耳を傾けられ、価値を認めら
れ、尊重されることです。マイクロンは、その人がありのままに、その考え方、貢献によって価値を認められ
ていると感じ、すべてのチームメンバーが自己を開拓して成長できるような、多様性と受容性のある文化の
創造に全力で取り組んでいます。

すべてのチームメンバーが公平かつ敬意ある対応を受ける差別のない職場作りは、受容の文化を育てるた
めに不可欠なものです。当社は、形態を問わず、チームメンバーや求職者に対する違法な差別を厳しく禁
じています。また、人種、肌の色、民族、宗教、性別、性的指向、性別認識および表現、年齢、出身国、障が
い、退役軍人、婚歴、法律や当社のポリシーによって保護されているその他の分類に関わりなく、人材募
集、採用、トレーニング、昇進、懲罰をはじめ、その他の雇用に関する決定を行います。さらに、チームメン
バーの障がいや信仰、慣習に対応した合理的な受け入れ態勢を整えるよう力を尽くしています。

Q:

A:

尊重の精神を伴った対応
尊重の精神は、多様性、公平性、受容性に対する当社のコミットメントの基盤であり、絶えず自分自身に期待
し、またお互いに期待し合うものです。礼儀正しく生産的な職場では、誰もが敬意とプロフェッショナリズム
を伴った対応を受けるべきです。従って、当社でのハラスメントは種類を問わず許されません。

ハラスメントについては、口頭によるもの、身体的なもの、視覚的な表示などさまざまな形態が考えられま
す。同僚、スーパーバイザー、ベンダー、サプライヤー、請負業者、また顧客からハラスメントを受ける場合も
あるでしょう。ハラスメントの法的な定義も、働いている場所によって異なる場合があります。しかしなが
ら、ハラスメントは常に、相手に対して脅迫的、不快、または屈辱的な環境を作る目的や効果を伴います。
ハラスメントは差別の一種です。つまり、マイクロンとは相容れません。
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ファティマは敬虔なイスラム教徒であり、毎日髪にスカーフを巻いています。スカーフについ
てはよく同僚たちからコメントを受けますが、時にはファティマのイスラム信仰についてジョ
ークを言ったり無作法な発言をされたりすることがあります。そのようなコメントはファティ
マを不快にしますが、それがハラスメントに相当するかどうかどどどうかよくわかりません。フ
ァティマはハラスメントを受けているのでしょうか？

このようなケースはハラスメントに該当する場合があります。同僚たちは、ファティマの信仰に
ついての発言によって彼女に不快な思いをさせています。ファティマは同僚たちに対し、発言
によって不快な思いをしていることを伝えるべきです。また、ファティマは所属のマネージャー
やその他のリソースに相談することもできます。私たち全員が職場での尊重に値します。

尊重の精神は、当社の成功の基盤であり、絶えず自分自身に
期待し、またお互いに期待し合うものです。

本質的に、ハラスメントには性的なものと非性的なものがあることに留意してください。セクシュアルハラ
スメントには、望まない接近、不適切な性的ジョーク、性を示唆する発言、身体接触、性的行為の要求、外
見に関する不適切な発言などが含まれます。非性的なハラスメントには、人種、宗教、民族、性別、年齢に
関する不快な発言、冗談、写真などが挙げられます。職場における尊重の精神を保つには、私たちの発言
や行動は常に適切なものでなければなりません。

差別的、ハラスメント的な態度を経験して見聞きしても、その状況にご自身で対処することが難しい場合は
声を上げて問題を報告してください。当社は、誠意をもって申し立てた人に対する報復措置や懲罰を断じ
て許容しません。

詳細は、ダイバーシティ＆インクルージョンサイト（エイリアス：DEI/）、またはグローバルポリシーサイトに
掲載されている、職場におけるハラスメント撲滅ガイド（エイリアス：policy/）ご覧ください。

Q:
 

A:
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公正な労働基準
どの事業場所においても、マイクロンは人権の保護と尊重に力強く取り組んでいます。そのために、当社は
勤務時間や賃金についての適用法や、RBA行動規範ガイドラインすべてを順守しています。これらのガイド
ラインでは、週間労働時間は現地の法律が定める最多時間を超えてはならないとされ、一般的には残業
時間を含め週60 時間を超えないことになっています。また、すべての従業員は7日毎に少なくとも1日の休日
が認められています。

当社はいずれのオペレーションや施設においても児童労働や強制労働を認めません。また、形態を問わず
人身売買や奴隷使役には一切関与しません。当社のいずれのオペレーションにおいても、子どもの搾取や
身体的、口語的または精神的な虐待、従業員の移動に関する理不尽な制限、意に沿わない強制労働を許
可しません。当社は、雇用できる最低年齢を定めたすべての適用法を完全に尊重し、これに従います。以上
に加え、マイクロンは結社の自由を尊重します。すべてのチームメンバーは、労働組合やその他の労働者団
体に参加する、または参加しない自由を持っています。当社の人権擁護についての詳細は、グローバルポリ
シーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されている、人権に関するポリシーをご覧ください。 

当社のサプライヤーは、当社が社会的な責任を満たす倫理的に妥当な方法でグローバルサプライチェーン
を管理するにあたり、要となる役割を担っています。当社は当社に課されている高い基準と同じ基準をサ
プライヤーにも課しています。つまり当社は、本規範およびRBA規範の受け入れと順守をサプライヤーにも
期待しているということです。当社のサプライチェーンの中で人権侵害の疑いが認められた場合、皆さんに
は声を上げる責任があります。

ダラはマイクロンの生産施設で働いています。現地の祝日で多くのチームメンバーが休み
を取ったことから人員が不足しています。シフトをカバーするため、ダラのマネージャーは
法定労働時間を超える時間外労働を全員に求めています。それが適切でないことにダラは
気づいていますが、マネージャーは後日の臨時振り替え休日を全員に約束しています。ダラ
は臨時の時間外労働をするべきでしょうか？

いいえ。ダラは別のマネージャー、または人事部門に自分のマネージャーが法定時間を超
えて働くよう要求していることを伝えるべきです。緊急時や非常時を除き、私たちが法定労
働時間を超えて、または週60時間を超えて働くことがあってはなりません。当社は労働時
間および労働条件に関して適用されるすべての法律や規則に従います。マイクロンは、誰も
が公正な時間数働き、勤務に応じて公正に報酬を受ける職場作りに力を尽くしています。

Q:

A:

マイクロンは、すべての従業員が公正で敬意を伴った
対応を受ける、差別のない職場の提供に向けて全 

力で取り組んでいます。
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職場の安全
マイクロンは、すべてのチームメンバーに安全な職場環境を提供するよう力を尽くしています。マイクロンの
施設で働く際には、適用される安全および健康に関わる規則に従わなければなりません。マイクロンは、
法律の要求水準を超える場合もある当社の健康および安全に関する各種ポリシーをはじめ、健康および
安全に関わる全ての法律を順守します。順守の対象にはRBA行動規範の基準も含まれています。具体的に
は、職務上の安全、緊急時への備え、労働災害、産業衛生、肉体的に過酷な労働、機械の安全対策、衛生
設備、食事、住宅、安全衛生コミュニケーションにおいてRBAの基準を満たしています。

安全で健康的な職場の維持に対するマイクロンのコミットメントは、私たち各々が業務をこなす上で安全と
健康上の潜在的なリスクに注意を払わなければならないことを意味します。こうした警戒により、危険を予
測して怪我や病気を予防することができます。全チームメンバー、その他のマイクロンで働く人々、マイクロ
ンの敷地内で働く他社の従業員は、安全に関する最高基準の維持に十分に配慮しなければなりません。
私たちは周囲の模範となるよう努力すべきです。
 
これは、スーパーバイザーとって以下を意味します。 

 ▪ プロセスハザード分析を含め、危険を予測・防止するため積極的に職場を分析する
 ▪ 安全リスクがある場面での軽率な行動や悪ふざけを阻止する
 ▪ 危険を特定し、安全な業務習慣を実践するようチームメンバーに働きかける
 ▪ 定められているポリシー、手順および職場規則を徹底する
 ▪ チームメンバーが適切なトレーニングを確実に受けるようにする
 ▪ 潜在的な危険に関わる報告に適宜対応する

すべてのチームメンバーにとっては以下を意味します。
 ▪ 潜在的な危険について、スーパーバイザー、ホストまたは安全部門に速やかに報告する
 ▪ 業務中は必要な保護具を着用する
 ▪ 化学物質やその他の危険の恐れがある物質に注意を払う
 ▪ 機械や機器の運転および保全に際しては、すべての安全規則および手順に従う
 ▪ 階段を昇降する際は手すりにつかまる
 ▪ 廊下、通路、階段、駐車場を歩く際は携帯機器を見ない
 ▪ 人間工学に関わるすべてのガイドラインに従う
 ▪ 緊急事態に適切に対処する
 ▪ 業務に関連した怪我または疾病を報告する

安全で健康な職場の維持に対するマイクロンのコミットメン
トは、私たち各々が業務をこなす上で安全と健康上の潜在的
なリスクに注意を払わなければならないことを意味します。
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チームメンバー全員の安全を確保するため、当社はどのような形の暴力にも関与せず、またこれを許容する
ことはありません。これには、暴力的な脅しや行為ばかりでなく、脅迫、威嚇行為、いじめ、また他の人に恐
怖を植えつけようとすることなどが含まれます。職場への武器の持ち込みは禁じられています。誰かの身に
危険があると思われる場合は直ちに建物の警備員や現地当局に連絡してください。

安全に関しては、ベンダー、サプライヤー、請負業者にも当社が自らに課している高い基準と同じ基準を課
しています。つまり、当社はサプライヤーに対しても、健康と安全に関する当社規範による要件やRBA規範
を受け入れて順守するよう求めているということです。

環境、安全、衛生に関するポリシーは、グローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されています。
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薬物およびアルコール
マイクロンは、安全で生産的な職場環境を提供するべく努めています。私たちは、違法薬物の使用やアルコ
ールの乱用なく、従業員に働いてもらいたいと考えています。薬物の乱用は、職務を安全に遂行する能力
を制限します。従って、アルコール、違法薬物やその他のドラッグ、薬に酔っていたり、それらの影響が残る
状態で決して働いてはいけません。
 
加えて、会社の施設で働いているとき、もしくは会社の施設にいるときに、違法薬物の使用、所持、譲渡、
販売を行ってはならず、また、アルコール、処方薬、市販薬を誤用、乱用してはなりません。

どのような質問であれ、いつでも所属のマネージャーに相談してください。また以下のリソースでは、敬意を
伴った安全な職場の作り方に関する懸念への対応について特に体制が整っています。

 ▪ ハラスメントや差別に関する問題は、従業員関係部門(ER)、所属のマネージャー、バイスプレジデン
ト、法務部に相談するか、またはコンプライアンス・ホットラインに電話してください。

 ▪ 安全に関する懸念事項は、安全部門にご連絡ください。.
 ▪ 仕事中に業務不能になったチームメンバーを見かけた場合は、直ちに所属のスーパーバイザー、セキュ

リティ部門、人事部門、従業員関係部門に報告するか、またはコンプライアンス・ホットラインにご連絡
ください。
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会社のための    
誠実な行動

インテグリティの追求：マイクロン 企業行動倫理規範12



会社のための    
誠実な行動

マイクロンの資産
私たちは日々、事業目標の達成を目指し、当社を成功に導くためにマイクロンの資産を使っています。 
私たちは マイクロンの資産を守り、それを効率的に用いる責任があります。会社の資産には以下のような
ものがあります。

 ▪ 不動産
 ▪ 在庫品
 ▪ 機器類および備品
 ▪ コンピューターデータおよび時間
 ▪ 機密情報および企業秘密
 ▪ 就業時間中のチームメンバーの時間およびスキル

許可されていない目的のためにマイクロンの資産を使用してはなりません。盗難、不注意、無駄遣いは マイ
クロンの収益性に直接的な影響を及ぼします。会社の資産は常に賢明かつ慎重に使うようにしてください。 

イザベルは、会社のクレジットカードを食料雑貨類の購入や自分の車の給油に使うことがあ
ります。そう頻繁に行なっているわけではなく、また最近のイザベルの残業について会社に貸
しがあると考えています。イザベルの行為は正しいでしょうか？

いいえ。イザベルは間違っています。クレジットカードのような会社の資産は業務に必要な場
合に限って使用すべきです。イザベルがどれほど残業していたとしても、私的な支払いのため
に会社のクレジットカードを使うことは許されません。

Q:
 
A:
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機密情報
マイクロンの知的財産（IP）は資産の中で価値が最も高いもののひとつに数えられます。知的財産には、マ
イクロンの特許、著作権、商標、企業秘密、その他の機密・専有情報などが含まれます。つまり、一般への公
開が認められていない情報は機密とみなし、グローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載され
ている、マイクロンの機密および情報分類に関するポリシーに従って取り扱ってください。

機密情報は以下を含みます。 
 ▪ チームメンバーの情報（福利厚生、報酬、連絡先などの取り扱いに慎重を要する個人情報、医療情報、

財務情報が含まれます）
 ▪ 設計に関する資料
 ▪ 製造、製造仕様
 ▪ 技術情報
 ▪ 財務情報
 ▪ 新製品に関する情報、ロードマップ
 ▪ 価格設定、価格設定にかかる各種ポリシー、生産コストまたは予算
 ▪ マイクロンの事業プロセスに関する情報
 ▪ 顧客およびサプライヤーのリストと連絡先
 ▪ 秘密保持契約（NDA）に基づいて第三者から受託した情報

当社の機密情報や当社がパートナーから預かった機密情報を保護するため、以下のガイドラインに従っ
てください。

 ▪ 機密情報の喪失、破壊、不注意による開示を防止するためのあらゆる合理的な予防措置を講じる。
 ▪ 法務部の承認を受けたNDAが締結されている場合を除き、決してマイクロンの従業員以外に機密情

報を開示しない。
 ▪ 機密情報の共有は、正当な「知る必要」がある他のチームメンバーに限り、また自分がその許可を得

ている場合のみとする。
 ▪ 機密情報を私的なEメールアドレスに送信したり、私的なコンピュータタブレット、記憶装置に保存した

り、承認を受けていないファイル共有サイトにアップロードしたりしない。
 ▪ メールを含むすべての機密情報には、目立つ形で「マイクロン機密情報」またはこれに類似した表示を

付すよう徹底する。
 ▪ 許可なく機密情報を会社の敷地外に持ち出さない。
 ▪ 移動の際は常にノートパソコン、カバン、その他の会社の資産を携帯する。マイクロンの敷地内であっ

ても、使用中以外の秘密情報やEメールアカウントは確実にパスワードで保護する。
 ▪ 空港、建物の廊下、レストランなどの公共の場で会社に関わる情報の話をしない。常に誰かが聞いて

いることを前提とする。
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 ▪ 秘密の書類、ディスク、ドライブ、音声テープ、その他会社の資産をコピー、ファックス、廃棄する場合は
細心の注意を払う。誰かに情報を取得される恐れのある場所や形態によって破棄しない。

 ▪ 業務の性質からチームメンバーの個人情報やその他の機密情報に接する機会がある場合、それらの
情報を紛失や盗難から保護するための特別な注意を払う。業務上の必要に限り、また法律に従ってそ
れらの情報を使用する。

 ▪ マイクロンでの雇用が終了した後も機密情報の保護に努める。
 ▪ 採用面接に来た人やチームメンバーに、以前または現在の雇用主に関わる機密情報の開示を決して

要求しない。

マイクロンの機密情報の保護および分類に関する詳細は、機密および情報分類に関するポリシー、利用規
定、またはグローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されている、一定の他のグローバルポリ
シーでご覧いただくことができます。

ロベルトとエリスは新しい半導体ドライブの開発に向けて一緒に働いています。仕事を終え
たある日、地元のバーで一杯飲むことにしました。そこでは、周りの人たちに十分聞こえるよ
うな声で新しいドライブのアイデアを話し続けました。ロベルトとエリスは何か間違ったこと
をしているでしょうか？

ロベルトとエリスは、他の人々が耳にできるような公共の場所で開発中の製品（またはその
他の会社の機密情報）について話すべきではありませんでした。悪意を持った人の手に情
報が渡る可能性があり、当社の競争優位が損なわれるかもしれません。

Q:

A:

第三者の知的財産
私たちは、当社の知的財産権を尊重して保護すると同様に、他者の知的財産権も尊重すべきです。つまり、
私たちは以下に取り組む必要があります。

 ▪ 適用されるNDAまたは秘密保持契約の条件に厳格に従う場合を除き、顧客、ベンダー、サプライヤー、
請負業者、その他の第三者から提供された機密情報を使用せず、またマイクロン社外の人物に開示し
ない。

 ▪ 著作権者の許可または法務部門の承認を受けた場合を除き、インターネット上の情報やその他資料の
情報をコピーしない。

 ▪ 動画や音楽を不正なサイトで視聴しない。
 ▪ マイクロンが承認したインストーラーによる場合、または法務部門の許可を受けた場合を除き、マイク

ロンのコンピューターまたはデバイスにソフトウェアを搭載したりインストールしたりしない。
 ▪ ある文書、写真、動画に著作権マークが付されていないという理由だけでそれを自由に使用できると

解釈しない。
 ▪ 新しい商標およびブランド名を採用する前に必ずグローバルコミュニケーション・マーケティング部門

の承認を受ける。
 ▪ 特許に関する質問は、法務部門の特許開発グループに連絡する。
 ▪ マイクロンが所有していないIPの使用権に関する質問は、マイクロンの法務部門に問い合わせる。
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テクノロジーシステム
私たち一人ひとりが、当社のネットワークおよびコンピューターシステムを倫理的かつ適法に使用する責任
を負っています。これらのシステムを偶発的に私的利用することもあるかもしれませんが、現地法によって
禁じられている場合を除き、当社はその利用状況を監視する権利を留保します。これには会社のEメールア
カウントおよびボイスメールアカウント、会社のノートパソコン、その他携帯機器上の電子文書すべてが含ま
れます。不正、違法、非倫理的な目的のため、または性的なものを連想させたり露骨に性的であったりする
内容をダウンロードするために当社のネットワークやコンピューターシステムを使用してはなりません。ま
た、当社のネットワークやコンピューターシステムの保護に関する違反の恐れや実例があった場合は速やか
に報告する必要があります。

ネットワークおよびコンピューターシステムに関連した当社の各種ポリシーに関する詳細は、グローバルポリ
シーサイト（エイリアス：policy/）でご覧いただくことができます。掲載されているポリシーは次のようなもの
です。利用規定、アクセス管理ポリシー、企業情報セキュリティに関するポリシー、ITの物理的および環境セ
キュリティに関するポリシー、ネットワーク通信セキュリティーに関するポリシー、元社員およびJV従業員用
のサイトおよびシステムへのアクセスに関するポリシー、システムオペレーション管理に関するポリシー。

ユキコは最近マイクロンに入社しました。それ以前は競合先に勤務し、最新のフラッシュメモ
リデバイスについて、ソーシャルメディアを利用したマーケティング計画の開発を担当していま
した。マイクロンのために競争力に勝る戦略を開発できるよう、ユキコは以前手掛けたソーシ
ャルメディアマーケティングについての詳しい内容を新しい同僚と共有できるでしょうか？

いいえ、ユキコはマイクロンの新しい同僚と情報を共有することはできません。マイクロン
の機密情報を保護するために私たち全員が責任を負っていると同様に、元の雇用主を含
む第三者に属する情報も保護しなければなりません。ユキコは、当社の製品を紹介する新
しいユニークなマーケティング計画を打ち立てるためにチームと協力することで、マイクロ
ンに最良の貢献を行うことができます。

Q:

A:
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プライバシー
私たち全員が、適切な事務的、技術的、物理的な保護策を活用して当社のチームメンバー、顧客、その他
パートナーの個人情報を守る必要があります。個人情報にアクセスできる場合は慎重さとプロフェッショ
ナリズムを伴った行動を取り、また常に当社のポリシーおよびセキュリティープロトコルに従わなければな
りません。個人情報を取り扱う際は、個人情報保護契約の規定および当社の規則に従ってください。ま
た、micron.comおよびcrucial.comに掲載されているマイクロンのプライバシーに関する通知を含んだ一連
のポリシーにも従ってください。さらに、個人情報を取り扱う特定の部門は、個人情報に関わるポリシーや
手続きを策定している場合があります。詳細については部門代表者にお問い合わせください。

マイクロン社外の人からチームメンバーの個人情報の請求があった場合は人事部門に連絡してもらうよう
にしてください。また、新しい第三者サービスプロバイダーに個人情報を送付する際は、事前に法務部門に
相談してください。

プライバシーに関連した当社の各種ポリシーに関する追加情報はグローバルポリシーサイト（エイリア
ス：policy/）でご覧いただくことができます。ここにはEUのデータ保護に関するポリシー、プライバシーシー
ルドポリシーも併せて掲載されています。 

マイクロンの資産を保護する方法については、所属のマネージャーのほか、他の担当者にもご相談いただく
ことができます。

 ▪ 知的財産や機密情報に関する質問は法務部門にお問い合わせください。
 ▪ チームメンバーの個人情報の正しい取り扱い方法に関する情報、またチームメンバーに関する社外か

らの要請については人事部門にお問い合わせください。
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利益相反 
私たちは常に、当社の最善の利益のために行動する責任を負っています。誠実さに対する当社の評価を保
つため、利益相反を作り出す恐れのある状況に警戒しなければなりません。利益相反は、マイクロンの最善
の利益のために行動するという私たちの義務に抵触する可能性がある（またはそのように見られる可能性
のある）個人的または私的な利益（金銭的かどうかを問わない）が存在している場合に生じます。利益相
反はまた、個人的な利益によって私たちの客観性やマイクロンに対する忠誠が試される場合や、業務パフ
ォーマンスに影響したりマイクロンの利益と競合したりする場合にも発生する可能性があります。
 
利益相反を生じる可能性を含んだ状況をすべて描写することは不可能です。しかしながら、よく見られる利
益相反としては以下が挙げられます。

身内とのビジネス
マイクロンのベンダー、サプライヤー、請負業者、顧客、代理店、販売店、競合先である会社について、ご自
身、近親者、個人的に親しい友人の私的な利益（雇用や投資など）が存在する場合に利益相反が発生する
可能性があります。これが問題を生じる可能性があるのは、私たちの個人的な利益や家族、友人の個人的
な利益がマイクロンの利益と異なる場合があるからです。

近親者とは次の人々を指します。

こうした状況に遭遇した場合でも、入札過程や交渉などにおいて、どのような形であれ事業判断に影響を
及ぼすためにマイクロンでの地位を利用するべきではありません。

誠実さに対する当社の評価を保つため、マイクロンの最
善の利益のために行動するという私たちの義務に抵触
する可能性がある（またはそのように見られる可能性

がある）状況に警戒しなければなりません。

 ▪ 配偶者
 ▪ 内縁のパートナー
 ▪ 父母、継父・継母
 ▪ 子ども
 ▪ 継子
 ▪ 兄弟および義理の兄弟

 ▪ 甥・姪
 ▪ おじ・おば
 ▪ 祖父母
 ▪ 孫
 ▪ 義父母
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職場での関係
同じレポートラインの系列に属するチームメンバー内に親密な関係、恋愛関係または近親者の関係がある
と、実際または潜在的な利益相反を生じる可能性があり、偏見やえこひいき、業務パフォーマンスの低下、
他のチームメンバーへの悪影響につながる場合があります。

人事部門のシニアバイスプレジデントが報告を受け、書面で同意しない限り、別のチームメンバーと親密な
関係、恋愛関係または近親者関係にあるチームメンバーには次の事項が認められません。同じレポートラ
インの系列の中で相手のチームメンバーより上または下のレベルに付くこと、相手のチームメンバーと定期
的に近い立場で働くことが必要な業務に就くこと、相手のチームメンバーのパフォーマンス評価、報酬、ま
たは他の採用条件に影響を及ぼす役割に就くこと。

当社のエグゼクティブチームについては別途追加の規則があります。人事部門のシニアバイスプレジデント
が報告を受けて書面によって同意しない限り、バイスプレジデントレベルまたはその上のレベルのチーム
メンバーは、どの組織、どのレベルのチームメンバーとも親密な関係、恋愛関係、近親者関係を持つこと
ができません。

チームメンバーは、直接的または間接的に自分の監督下で働くチームメンバー、または自分が採用、パフォ
ーマンス評価、残留、出世、昇進、報酬または福利厚生の増減に関する決定権限を持つ相手と、親密な関
係、恋愛関係、近親者の関係がある（または将来そのような関係が生じる）と認められる場合は、速やか
に人事部門に通知しなければなりません。

職場での関係に関する追加ガイダンスについては、グローバルチームメンバーハンドブックを参照してください。 

シャウナは財務部門のシニアディレクターです。最近、シャウナの弟であるオリバーがITサ
ポートのスペシャリストとして採用され、姉が管理する財務グループのサポートを担当する
ことになりました。　シャウナまたはオリバーは、人事部に血縁関係を報告すべきでしょ
うか？

はい。この状況下では姉と弟が定期的に近い立場で働くことになるため、二人は自分たち
の親近者関係を速やかに人事部に報告するべきです。当事者であるチームメンバーが続
柄や関係に関わる職場での問題を直ちに報告した場合、人事部門のシニアバイスプレジ
デントが状況を検討して状況を認めるかどうかの判断を行います。状況が認められなか
った場合、マイクロンは原則的に業務ニーズに応じたレポートラインの系列または業務ア
サインメントの調整を行います。ただし、報告があった関係の潜在的な問題を最小限に抑
え、または是正するための適切なステップ（再配置または解雇を含みます）については、マ
イクロンが裁量権を持ちます。

Q:

A:
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社外での雇用
マイクロンでの業務以外の活動によって、利益相反を生じたり、マイクロンでのパフォーマンスに対してマイ
ナスの効果や影響を与えたり、会社の責務に費やすべき時間と注意をおろそかにしたりしてはなりません。
また、事前の許可を受けていない場合、限られたごく軽微な場合を除いて外部での活動のために会社の設
備、施設、または備品を利用することはできません。さらに、当社での役職に基づいて生じた外部での雇用
機会については十分に注意しなければなりません。マイクロンでの雇用中に自身または家族の一員がその
ような外部での雇用機会を受け入れたいと望んでいる場合、話を進める前に事前の承認を得る必要があ
ります。

他社への投資
マイクロンのチームメンバーとして、私たち（および近親者や友人）の投資活動が、利益相反を生じたり、マ
イクロンのための客観的な判断能力を損なうことがないよう注意する必要があります。競合先、サプライヤ
ーまたは顧客に対する相当な利害関係については事前の承認が必要です。「相当な利害」とは、私たちの
判断力に影響を与える可能性がある、または与える恐れのある経済的利害のことです。

決して認められない投資もあります。例えば、ご自身がサプライヤーや顧客の選別やそれらとの交渉に関
与している場合、またはその業務の担当者を監督している場合、相手先企業に対する相当な投資は許可さ
れません。同様に、自分が何らかの決定権を持つ会社とはマイクロンの代理として取引を行うべきではあ
りません。一方、上場投資信託、上場インデックス・ファンドおよびこれに類した投資は、通常、投資先につ
いて個々の投資家の発言権がないことから利益相反になりません。 
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財務的な機会
マイクロンでの勤務中に取得した情報を使って特定の財務機会を追求することが利益相反に該当するよう
な状況に遭遇する場合があります。マイクロンの一員として客観的に事業判断を下すためには、当社と競合
するような状況に関与する場合は慎重に対応すべきです。マイクロンでの役職を通じて、または会社の専有
情報を通じて入手した事業上、財務上の機会を自分の利益のために利用することは認められません。

取締役の地位
マイクロンのチームメンバーが営利企業の取締役に就任することにより、実際の、または潜在的な利益相
反を生じる場合があります。営利企業の取締役への就任を承諾する前に、当該事項について直接のスーパ
ーバイザーおよびレポートラインの系列で最上位のシニアバイスプレジデントに書面で開示するとともに、
コンプライアンス・倫理部門に利益相反開示フォーム（COIフォーム）を提出しなければなりません（COIフ
ォームはMicronNowで入手できます。エイリアス：CEC/）。また、営利企業の取締役への就任を承諾する前
に、シニアバイスプレジデントの書面による承認、およびコンプライアンス・倫理部門によるCOIフォームの
承認を取得しなければなりません。上場企業、もしくはマイクロンのサプライヤーまたは顧客である会社（
上場の有無を問いません）の取締役への就任については、マイクロンのCEOおよびCCO（チーフコンプライ
アンスオフィサー）による承認が別途必要です。上場企業の取締役に就任できるのは、マイクロンのシニア
バイスプレジデント以上に限られます。

当社での地位に基づいて外部組織から取締役への就任を求められた場合は、すべての潜在的な利益相
反を適切に開示し、上述の手続きに従って承認を得るよう徹底してください。また、受け取る報酬はすべ
て、COIフォームでコンプライアンス・倫理部門に開示してください。場合によっては会社に報酬を提出しな
ければなりません。マイクロンに入社した時点でいずれかの会社の取締役に就任している場合は、スーパー
バーザーおよびレポートラインの系列で最上位のシニアバイスプレジデントに開示し、コンプライアンス・
倫理部門にCOIフォームを提出のうえ、ガイダンスに従ってください。

マイクロンは、慈善団体、コミュニティグループ、学校、または類似する非営利団体の理事会・役員会への参
加を通じたコミュニティへの関与を奨励しています。しかしながら、これらマイクロン社外の非営利団体の
理事会・役員会への参加は、マイクロンの代表としてではなく、個人の負担と資格によって行われるべきで
す。関与している外部の非営利組織がマイクロンの金銭的支援、後援、またはご本人の参加だけでなく会社
としての関与を希望する場合は、マイクロン基金に連絡してください。

潜在的な利益相反の開示
利益相反（および潜在的な利益相反または利益相反と認識される状況）があると考える場合は、直ちに
COIフォーム（エイリアス：CEC/）によってコンプライアンス・倫理部門に開示し、部 かつ 門マネージャー、
バイスプレジデントもしくはサイトマネージャー、人事部門、コンプライアンス”・サステイナビリティ担当バ
イスプレジデント、またはチーフコンプライアンスオフィサーに報告して必要な承認またはガイダンスを受
けてください。そうすることで、当社の利益相反に関する各種ポリシーに従った状況の適切な評価と対応
が可能になります。またチームメンバーは、利益相反を生じる可能性がある投資活動または公私の関係に
ついて、その有無または認識に関し、反復して開示を求められる場合があります。
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市場のための    
誠実な行動
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製品の品質
マイクロンは「お客様重視」の基本的価値に沿いながら、顧客のニーズと期待に応える最高水準の製品お
よびサービスを提供しています。私たちはすべての社内品質管理プロセスを順守し、常日頃から製品仕様
および顧客仕様に従っています。また、製造、設計、材料組成、材料のソーシング、テストの実施、パッケー
ジング、保管、取扱い、ラベリング、そして製品の出荷に関わるすべての法律および規則に厳格に従います。
万が一製品リコールの必要が認識された場合も、すべての適用される手続き、法律、規則に確実に従いま
す。そうすることにより、マイクロンは最高の価値を顧客に提供します。当社のグローバール品質ポリシー
は、グローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されています。

サプライヤーへの期待
マイクロンは、当社のサプライヤーがすべてのビジネス上のやり取りにおいて高い水準の倫理的な行動を
取るよう求めています。当社のサプライヤーには当社の規範および倫理的行動の基準が課されています。
さらにサプライヤーは、労働、健康、安全、環境、倫理および管理システムについて、現地の法律や慣習に
関わりなくRBA基準に従わなければなりません。

当社はまた、最終的にはビジネスパートナーのプロフェッショナリズムと誠実さが当社製品の品質や顧客
との関係に影響を及ぼすと考えています。当社に提供する製品とサービスが、すべての適用される契約仕
様、法律、規則に従ったものであることがサプライヤーに求められます。サプライヤーの製品、オペレーシ
ョンまたはプロセスがRBA規範の基準を満たしていないことに気付いた場合は、直ちにグローバル調達部
門に報告してください。

これらに加え、当社は材料を倫理的かつ適法に調達するよう力を尽くしています。それは、当社がサプライ
チェーンについて適切なデューデリジェンスを実施していることを意味しています。一例ですが、コンゴ共和
国（DRC）や近隣の国々において、直接間接を問わず、武装勢力による暴力または人権侵害を支える恐れの
ある紛争鉱物の調達を認識し、これに対処しています。当社の紛争鉱物に関わるポリシーは、グローバル
ポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されています。

マイクロンは、当社に提供されるすべての製品およびサービ
スが適用される契約仕様、法律、規則に従っていることを保

証するようサプライヤーに求めています。
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アライジャは、当社の複数のベストセラー製品の製造に使用される、紛争鉱物を含む資材
を安価に提供するサプライヤーとの契約を締結しようとしています。厳しい予算とスケジ
ュール遅延のため、アライジャはマイクロンのベンダー承認プロセスに従わずに当該サプ
ライヤーから資材を確保しています。またアライジャは、マイクロンの紛争鉱物のデューデ
リジェンスを回避しています。アライジャは、他の目的やプロセスに関わりなく、製品を計
画通りに最安のコストで市場に送り出すことが自分の仕事だと考えています。アライジャの
行動は正しいでしょうか？

いいえ。マイクロンは、当社のサプライチェーンにおける人権の擁護にコミットしています。
従って、製品の製造に用いられる資材が、コンゴ共和国や近隣諸国での武装勢力による暴
力や人権侵害を支援することがないよう徹底し、法律やマイクロンのポリシーの順守に必
要なあらゆる手段を講じています。このコミットメントを果たすため、私たちはすべてのサ
プライヤー・デューデリジェンスに従わなければなりません。当社の原則が危険にさらさ
れる場合は決して手を抜いたり多少の節約を試みたりするべきではありません。

市場での公正な行動
当社は顧客が幅広い商品を公正な価格によって選択できるよう努力しています。そのために、当社はアメリ
カ合衆国および事業を営む他の国々の公正競争法に完全に従っています。公正競争法は、市場の事業体
が価格協定および脱税をはじめ、市場、顧客、サプライヤーの割当て、抱き合わせおよびバンドリング、また
は不公正に競争を制限するようなその他の合意などの不公正かつ非競争的な方法に決して参加しないよ
う、品質と誠実さに基づいた競争を保証するものです。これらの法律に反するような文書または口頭によ
る合意が存在しなくとも、行動から違法な合意が推測される場合があります。不正に取引を制約し、また
はそのような行為の疑いを与えるような合意を競合先と結ぶことは許されません。不正の疑いを少しでも
避けるため、原則として以下に関わる話を競合先とすることは慎むべきです。

 ▪ 価格設定、信用条件または製品の販売条件
 ▪ 顧客に関わる計画
 ▪ 価格設定のポリシー、入札計画または戦略
 ▪ マーケティング計画
 ▪ 生産量などの生産制限
 ▪ 割引や販売促進
 ▪ 市場、担当区域（営業担当区域）、顧客などの割当て
 ▪ 在庫および生産量
 ▪ 顧客またはサプライヤーとの業務の有無もしくは業務方法について

Q:

 
A:

当社のサプライヤーは、当社が社会的責任を果たすと共に倫理に適う方法でグローバルサプライチェーン
を管理するための要です。マイクロンは、サプライヤーが当社の高い基準を確実に維持するよう、モニターお
よび監査のための手続きを実施しています。マイクロンのサプライチェーン内で人権侵害やその他のコンプ
ライアンスに対する違反の疑いに気付いた場合、皆さんには声を上げる責任があります。
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当社の事業行動およびコミュニケーションにおいて以下を行う場合は、不適切なものとならないよう、事前
に法務部門の承認を受けてください。 

 ▪ 競合先との協力的な事業取り決め
 ▪ 排他的な取引の設定
 ▪ 異なる製品の抱き合わせやバンドリング
 ▪ 「要請事項」または排他的な合意の取り結び
 ▪ 再販業者との再販価格の設定

事業者団体会議や事業団体を通じたコミュニケーションに参加する際は注意が必要です。上記の事項の
いずれかを話そうとする人物に遭遇した場合は、直ちに会話を打ち切り、ミーティングを退出して法務部門
に報告してください。 反競争的な会話に対し明確で誤解の余地のない異議を唱えることにより、私たち自
身や会社を反競争活動の批判から保護することができます。

ジェイソンはある貿易展示会で、マイクロンの競合先の営業員である友人のザックにばった
り出会いました。ザックはジェイソンにこう言います。「価格がこうも競争的だと利益を上
げるのは難しいよな。これを変える何かいい方法があればいいのに」 ジェイソンは肩をす
くめてニヤッと笑いました。ザックはうなずき、親指を立ててこう言います。「そうこなくっち
ゃ。それで俺たちは揃って勝ち組だ」ジェイソンは何か間違ったことをしたでしょうか？

ここではザックがジェイソンに対し、価格協定と呼ばれる違法な反競争活動である、両社
揃って価格を上げるべきことを提案をしているように聞こえます。このアイデアにはっきり
と異議を唱えないことにより、ジェイソンはザックの考えに同意しているような印象を与え
るかもしれません。これによって、ジェイソン、そしてマイクロンが深刻なトラブルに陥る可
能性があります。ジェイソンは、その代わりに価格に関する会話を拒否し、会話を打ち切っ
て法務部門に報告するべきでした。

Q:

A:
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競争法の違反に対しては、民事上および刑事上の深刻な罰則が会社や個人に科される可能性があります。
多くの国際法や国際的な規則と同様に、競争法は複雑で国によって異なります。各自が働いている国の法
律を確実に理解し、完全に米国外で行われている行為も米国法の対象になる場合があることに留意する
必要があります。

競争相手の情報を倫理的な方法で収集して使用する
市場で競い合うには、業界の動向を理解する必要があります。競合相手が市場で顧客に提供しているもの
に後れを取らないこともそのひとつです。しかしながら、競合相手に関する情報は、公正かつ適法に、そし
て倫理的な手段で収集して使用するべきです。それは、一般的にそのような情報は顧客、公的書類、ニュー
スソース、業界調査および報告書などの一般的に入手できる情報源からのみ収集することを意味します。
 
私たちは、産業スパイ活動や、競合相手の現在または元の従業員、または請負業者に機密データの開示
を依頼するなどの、違法な行為によって非開示情報を取得してはなりません。例えば、新しく入社した社員
が元の職場から持ち込んだ記録によって情報を収集してはなりません。また、パートナー、サプライヤー、
顧客またはその他の人物が機密情報として取り扱うことを前提に与えられた、競合する提案や製品に関す
る情報を使用してはなりません。あるいは、当社の代わりとして第三者にそのような行為をさせてはなりま
せん。

競争法は複雑であり、さまざまな状況において問題が発生する可能性があります。マイクロンのチーム
メンバーに関係がある法律や状況のより詳しい説明については、グローバルポリシーサイト（エイリア
ス：policy/）に掲載されている、反トラスト・コンプライアンスマニュアルをご覧ください。

競争法に関するガイダンスや反競争的な行為の報告については所属のマネージャーまたは法務部門
にお問い合わせください。

競合相手の情報については、公正かつ法に適った倫理的な
方法でのみ収集して使用するようにしてください。
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顧客の尊重
当社の「お客様重視」の基本的価値に沿うよう、チームメンバーはいつでも、顧客へのあらゆる対応を含め
誠実さを伴った行動を取ることが期待されています。私たちのすべてのビジネス行為において、適用される
法律、規則、会社ポリシーに従った行動を取るべきです。すべての顧客に誠実に対応し、製品について誤った
情報を伝えてはなりません。マイクロンのチームメンバーや当社のサプライヤー、顧客、競争相手またはその
他会社の社員につけ込むようなことがあってはなりません。そのためには、ごまかし、隠蔽、特権的または機
密の情報の乱用、重要な事実の虚偽表示、その他不正な行為に決して関与してはなりません。

公正なセールス・マーケティング資料
マイクロンの評判は私たちにとって最も重要な資産のひとつです。顧客が当社に置いている信頼を守るた
め、マーケティング活動や営業活動は常に公正、正直かつ正確でなければなりません。ある製品について
苦情を申し立てる場合、その苦情は真正であり、かつ証明できなければなりません。

各種社内ポリシーや手続きに従って広告に関する法律や規則を常に守ることが大変重要です。
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贈答品および接待
マイクロンは、当社のベンダー、サプライヤー、顧客、その他のビジネスパートナーとの長期にわたる関係を
重視します。通常のビジネス過程において、関係を友好に保つ方法として贈答品や接待を提供したり受け
取ったりする場合があります。しかしながら、ビジネスとしての儀礼を交わす場合はプロフェッショナルか
つ適切なものであり、利益相反の様相を呈することがないように慎重を期さなければなりません。

有価値のものはすべて贈答品となり得ます。例えば有形の物品、食事、休暇、賞品、チケット、支援、休暇
施設の利用、株式またはその他の証券、交通手段などです。

接待は、当事者が揃って出席する食事やイベントです。しかしながら、あるビジネスパートナーがこの種の
イベントについて皆さんの出席を手配（例えばチケット）し、一方でパートナー自身はイベントに出席しな
い場合、それは贈答品とみなされ、より厳格な贈答品のルールが適用されます。

贈答品の授受をする場合は以下に該当することを確認しなければなりません。
 ▪ 要求に基づくものではない
 ▪ 頻繁でない
 ▪ 慣習的かつ分別がある
 ▪ 価値的に常識の範囲内
 ▪ 現金または現金相当物（ギフトカードやバウチャーなど）ではない
 ▪ ビジネス目的である
 ▪ 適用される契約、法律、規則に準拠している
 ▪ マイクロンおよび受領者のギフトポリシー、または一般に認められた企業基準に照らして許容できる

上記の基準を満たす贈答品の授受の場合でも、儀礼を取り交わす際は慎重に行うべきです。上記ガイドラ
インの範疇外となる物品は丁重に断ってください。贈答品の返品が不可能である場合や問題を引き起こす
場合は、会社として使用、販売、寄付するようマイクロンに提出してください。

ビジネス上の儀礼の交換は、 
プロフェッショナルかつ適切であり、 

利益相反の様相を呈さないよう注意を払う必要があります。
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上記のガイドラインに加え、ビジネス上の接待はいくつかの追加基準を満たす必要があります。ビジネス上
の接待は、以下の場合に限って授受が認められます。 

 ▪ ビジネスの話にふさわしい場所で行われる 
 ▪ マイクロンの相互の尊重に対するコミットメントに違反しない
 ▪ 要求に基づくものではない、すなわち受領者がそれを要請したり示唆したりしていない
 ▪ 非合理的な基準を設置したり、他のチームメンバーにとって非合理的に見えない
 ▪ マイクロンの最善の利益に反する行動を起こすような影響を私たちに及ぼさない 

具体的には、ストリップクラブ、ホステスクラブおよびホストクラブ、これに類似した施設の一切はビジネス
の話をするにふさわしい場所とはみなされません。

政府職員に贈答品や食事、接待を提示する場合はさらに厳格な規則に従わなければならないことに留意
してください。従って、コンプライアンス部門の事前の承認を受けずに政府職員に贈答品、謝礼、接待を提
供したり提供を申し出たりすることは厳に慎んでください。当社のコンプライアンス・倫理部門サイト（エイ
リアス：CEC/）には、形態や価値に関わらず、政府職員に何らかを申し出たり提供したりするに先立って承
認を申請するためのフォームが含まれています。詳細は、後述の 「贈収賄および汚職」をご覧ください。

これは受け取ってよいでしょうか？
ワールドカップのチケット 恐らくは受け取ることができません。そのような

チケットは高額であり、このビジネスパートナー
に対するあなたの見方が変わる可能性がありま
す。チケットを受け取る前に、部門のマネージャー
またはコンプライアンス・倫理チームの承認を受
けてください。

サプライヤーのロゴが付いたTシャツ1枚と数本
のボールペン

はい。これらのアイテムはマイクロンのすべてのガ
イドラインに一致しています。これらは、少額のギ
フトと見なされ、承認は必要ありません。

飼い犬を1週間ペットホテルに入れるバウチャ
ー、無料ヨガレッスンのギフト券、お気に入りの
コーヒーショップの商品券20ドル相当。

いいえ。バウチャーやギフト券、商品券は現金と
同等であると見なされます。現金ギフトの受領は
許可されていません。

同僚と分けることが可能な果物とチーズのギフ
トバスケット

はい。高額でないことが前提で、理想的には同僚
たちと分けるようにしてください。

現金または商品券の入った封筒 いいえ。現金または現金同等物を受け取ること
は認められません。
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部門や事業ユニットによっては贈答品や接待について他よりも厳しい基準が設置されていることに留意し
てください。

贈答品や接待に関する質問は以下のいずれかのリソースに相談することができます。
 ▪ 所属のマネージャー
 ▪ 法務部門
 ▪ コンプライアンス・倫理チーム（ (compliance_ethics@micron.com)

 ▪ チーフコンプライアンスオフィサー

マイケルはある重要な製造機器の部品について新しいサプライヤーを選んでいます。
話し合いを進めている企業の1社がギフトバスケット、ネクタイ、ワイン一瓶などの少額
の贈答品をいくつか贈ってきました。マイケルはこれらの贈答品を受け取ることができ
るでしょうか？

それぞれの贈答品には問題がありませんが、複数の贈答品を受け取るとマイケルの判
断が不適切に影響を受けるように見られる可能性があります。マイケルは所属のマネー
ジャーか法務部門にこの状況への対処法、またこのサプライヤーから贈答品を受け取
ることができるかどうか相談すべきです。

Q:

A:
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贈収賄および汚職
私たちは、決して賄賂や違法な支払いによることなく、製品や顧客サービスの質によって倫理的にビジネス
を勝ち取ることの価値を信じています。米国海外腐敗行為防止法（FCPA）および英国贈収賄防止法をはじ
めとする、あらゆる形態の贈収賄を禁じるすべての法律、条約、規則に従っています。

以下は私たちが理解し、従わなければならない重要点と定義です。

外国 およびその他の政府職員 には、連邦、州または地方政府の職員、政党職員または公職候補者、政府
所有の事業団体の職員または国連、世界銀行または類似団体の職員または役員などが考えられます。国に
よっては、企業、学校またはその他の組織が実際は政府所有であることが見定めにくい場合もあります。判
断に迷った場合は行動を起こす前に指示を受けてください。

贈収賄 は、価値を持つもの（金銭に限らず何らかの贈答品、便宜、接待も含む）で、職員の行動や判断に
影響を及ぼそうとしたり、当社に不正な利益を獲得しようとする試みに見えるものあれば、何でも該当す
る可能性があります。

キックバック は、ビジネス上の取り決めについてすでに支払われた（または支払われるべき）一定額から手
配や推進の報酬として払い戻しを受けることです。

円滑化のための支払い は、多くの場合、標準的な政府のサービスをスピードアップするための少額の支払
いです。サービスには、認可の処理、警察による警護、光熱サービスのスピードアップなどが含まれます。例
え円滑化のための支払いがその国では慣習的であったとしても、私たちは支払いを行ってはなりません。
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汚職を防止するかじ取りの鍵となるのは、ある人物のビジネス上の客観的な判断能力に影響を与える恐れ
のある有価物を決して提供したり受領したりしないことです。これは、当社とビジネスを行うかどうか（また
はビジネスを続けるかどうか）の判断、ビジネス上の利益を得るかどうか、またはその他の不適切な影響の
形を取って表れる可能性があります。政府職員、顧客またはビジネスパートナーのいずれと協力するので
あれ、決して賄賂を提示し、支払い、要求し、受領することがあってはなりません。さらに、法的に許されな
いことを行わせるために第三者を雇ったり、それと知りながらマイクロンに代わって非倫理的な行為に関与
することを許可することがあってはなりません。

FCPAに基づき、当社の帳簿や記録は当社の支出およびその他の取引を正確かつ正当に反映していなけれ
ばなりません。また私たちには、偽りのない財務諸表を提供し、利益、損失、資産、負債の正確な計上を可
能にする内部統制システムを維持することが求められています。

反汚職法の違反に対する民事的、刑事的な罰則は大変厳しく、当社に適用される反汚職法の恒常的な順
守を一層重要にしています。どれほど些細に見えることであっても、違反の事実や疑いを直ちに報告する
義務を私たちの一人ひとりが負っています。誠意をもって報告した人に対する報復は断じてありませんので
ご安心ください。

贈収賄に関する詳細は、コンプライアンス・倫理部門センター（エイリアス：CEC/）およびグローバルポリ
シーサイト（エイリアス：policy/)をご覧ください。特に、政府職員とのやり取りを始めるにあたっては、同じ
くグローバルポリシーサイトに掲載されている、政府との関わり合いや反腐敗に関するグローバルポリシー
を注意深く確認すると共に、必要に応じてgovtofficialmeet@micron.comにやり取りをする前に通知してく
ださい。

フアンは、マイクロンの生産施設を開設する前に、ある環境に関わる認可を現地の市役所
から取得する必要があります。認可の申請処理は長くて6週間かかる可能性がある、と市役
所の職員は言います。その職員は、フアンが例えば車のような「感謝の印」を提供すれば、
手続きを早めることができるかもしれないことを示唆します。フアンはできるだけ早く認可
を取得する必要があります。フアンはどのような行動を取るべきでしょうか？

認可がどれほど必要であっても、フアンは職員の示唆に従うべきではありません。この贈与
は賄賂に相当すると考えられます。マイクロンはいかなる状況でも賄賂を支払いません。そ
れは当社のビジネスのやり方ではありません。フアンはこの件を所属のマネージャーまたは
法務部門に報告すべきです。

Q:

A:

政府職員、顧客またはビジネスパートナーのいずれとの協力
であれ、決して賄賂を提示し、支払い、要求し、受領すること

があってはなりません。
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政府との契約
マイクロンは、あらゆる政府機関による物品の取得やサービスの享受、政府との契約や政府の財政支援に
関する合意（補助金や支援協定）の履行について定めたすべての法律、規則、規制を厳格に守っています。
政府職員や政府機関との取引に際しては、常に実直かつ正確でなければなりません。不正確、不完全で誤
解を招くような情報や証書、明細書、報告書を当社が政府職員や政府機関に提供することは決してありま
せん。政府との契約または下請契約で入札する場合、価格設定の根拠には常に正確な数字を用いるよう特
別な注意を払わなければなりません。

政府との契約業務を担当するチームに加わっている場合は、常に契約の要件を理解し、これに従う責任が
あります。許可なく契約の仕様から離れることは絶対に慎んでください。また、常に所定の手続きに従って
ください。マイクロンの従業員が国際政府機関や組織を含む政府機関との取引に従事する場合、手続きお
よび政府高官や職員とのやり取りに適用されるすべての規則を確認し、順守する責任があります。

他の顧客との取引では適切であり得る行為が、政府機関や政府職員との取引においては不適切、場合に
よっては違法である可能性もあります。こうした法規への違反には、民事または刑事上の高額の罰金や収
監を含む厳しい罰則が科されます。米国政府とのあらゆる取引計画に適用される、政府との契約に関わ
る承認ポリシーはグローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されています。通常業務以外で
政府職員と関わりを持つ前に、グローバルポリシーサイトに掲載されているすべての適用ポリシーを注意
深く確認すると共に、政府担当部門に連絡してください。特に、政府職員とのやり取りを始めるにあたっ
ては、同じくグローバルポリシーサイトに掲載されている「政府との関わり合いや反腐敗に関するグロー
バルポリシー」を注意深く確認すると共に、必要に応じてやり取りをする前にgovtofficialmeet@micron.
comまで通知してください。

政府職員との取引または政府との契約の順守に関する詳細は、法務部門または政府担当部門にお問い合
わせください。
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世界中でのビジネス
グローバル企業である当社は、世界中に製品を届けています。そのためには、当社の国際貿易活動に適用
されるすべての国内および現地の規則、規制に注意深く従うことが大変重要になります。当社に適用され
る輸出、再輸出、輸入に関連したすべての法律を理解し、これに従わなければなりません。また、英国犯罪
財政法などの納税に関わる法律を含め、当社の世界的な事業に適用されるその他の法律にも従わなけれ
ばなりません。

輸出は、ある製品、機器、材料、ソフトウェア、または技術（技術支援を含む）が国外の人物に送られた場合
に発生します。また、技術（技術的情報および支援を含む）またはソフトウェアが口頭、視覚、書面による場
合を含む何らかの形で米国内または第三国の非米国市民に公開された場合も輸出に該当する可能性があ
ります。何らかの物品を輸出するに先立ち、送付先および受領者の受領資格を確認する必要があります。
また、必要となるすべてのライセンスおよび許可を取得し、適切な関税を支払わなければなりません。

輸入活動、または外国や外部ソースから購入した物品を別の国に持ち込む場合も各種法規の対象となりま
す。輸入活動には関税および諸税の支払いや一定の書類提出が必要になる場合があります。.

輸出入に関わる法律は非常に複雑であるため、貿易コンプライアンスグループまたは法務部門の承認を得
ている場合を除き、規制されている国や人物に関わるもの、または最終的な使用が生物学、化学、核また
はミサイルに関わる疑いがある取引への関与は控えてください。詳細は、貿易コンプライアンスグループに
お問い合わせください。

脱税幇助は、税金詐欺の行為、または税金詐欺行為を行う他者をそれと認識しつつ幇助することを意味し
ます。そのような行為には決して関わらないでください。 

ボイコット
事業に携わる場所を問わず、私たちは米国政府が正当性を認めていない国際的なボイコットへの参加や協
力を禁じる、すべての該当する米国法に従わなければなりません。

ボイコットへの協力要請は口頭の場合もあれば書面の場合もあります。契約、信用状、入札または提案資
料などが体裁としてよく使われます。「ボイコット」、「ブラックリスト」などの言葉や、または特定の出身国、
民族、宗教または性別への言及がある要請、指示、契約条項はボイコットに関連している場合があります。

米国法では、正当性が認められていない国際ボイコットへの参加要請については、当方が要請に同意しな
い場合や要請に応じなかった場合でも報告を求められる場合があります。そのような要請を受けた場合は
直ちに法務部門に報告しなければなりません。それにより、マイクロンが国への報告義務を判断することが
できます。

ボイコットおよび国際取引については所属のマネージャーが質問にお答えします。また、以下のリソースに
お問い合わせいただくこともできます。

 ▪ 法務部門
 ▪ 貿易コンプライアンスグループ
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投資家のための  
誠実な行動
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帳簿および記録
当社の帳簿、記録、開示について、私たち全員が誠実さを保証する役割を担っています。勤務時間から製
品在庫、旅費、税務記録または会計まで、当社のために行う記録については、種類を問わず報告するビジ
ネス情報が確実に正確、完全、かつ時宜に適ったものであるよう当社をサポートしなければなりません。以
下のすべてを正確に記録することもこれに含まれます。

 ▪ 経費および設備投資
 ▪ 販売高
 ▪ 出荷量
 ▪ タイムシート
 ▪ 領収書
 ▪ 納税書

 ▪ 請求書
 ▪ 給与および福利厚生の記録
 ▪ 規制関連データ
 ▪ 生産の動き
 ▪ その他不可欠な会社情報

記録された情報は、当社の将来的な計画設計に役立ちます。また、株主や規制当局に報告する財務デー
タの元になります。当社が確実に正確な計画を立てることができ、また当社の株主や規制当局（税務当局
を含む）が正確な情報を把握できるよう、当社の帳簿および記録（書類であると電子データであるとを問
わず）は常に完全かつ正真でなければなりません。当社の事業資産、負債、経費および収益を公正に反映
させる必要があります。私たち全員が、多国籍の上場企業に適用される米国の一般に認められた会計原則
（GAAP）およびその他の規制上の要件に従って帳簿や記録を整備する義務を負っています。また、詐欺行
為や脱税行為を行ったり、それを行う他者を幇助したりしない義務を負っています。 

記録とは？
記録は、書面による文書ばかりではないことに留意してください。例えば電子形式のものもあります。
以下はすべて記録です。

 ▪ 紙のファイル
 ▪ メールl
 ▪ メール
 ▪ ウェブページのコンテンツ
 ▪ スプレッドシート

 ▪ システムファイルおよびデータベース
 ▪ 音声ファイルおよびテープ
 ▪ コンピューターのハードドライブ
 ▪ CD、DVD、USBドライブ、外付けディスクドライ

ブなどのメディアストレージフォーマットのもの

当社の帳簿や記録は、書面であれ電子形態であれ、常に完
全かつ正真でなければなりません。当社の事業資産、負債、

経費、収益を公正に反映させる必要があります。
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記録管理
正かつ正確な財務記録を作成することに加え、当社の記録は、記録管理ポリシーに従って管理・維持けれ
ばなりません。記録は、当社のビジネスニーズ、および規制要件を満たすために不可欠なものです。シーに
違反してそれらを破棄することがあってはなりません。 

査、監査、考え得る訴訟のために一定の書類や記録が必要になった場合、リーガルホールドの対象となる可
能性がます。リーガルホールドの対象となった記録は、当社所定の保管スケジュールに関わらず、解除の指
示を受けるまでは更、損壊、破棄してはなりません。
 
当社は、詐欺行為の予防および検知に断固として取り組んでいます。一般的に詐欺 とは、他の人々を欺き、
は誤解させるために意図的に事実を隠すことです。例えば以下が挙げられます。

 ▪ 不正な財務報告または収益認識による虚偽表示
 ▪ 違法、不正または本来の目的以外の資産の使用に関わる虚偽表示  

（電信上の不正行為または架空のベンダーなど）
 ▪ 不正に取得した収益および資産
 ▪ コストおよび経費を回避する試み

倫理的、不適切または違法な行為が行われていると思われる場合（特に社内会計業務、財務操作または欺
に関して）、その懸念を直ちに報告しなければなりません。

社の帳簿および記録についてのご質問は、所属のマネージャー、記録部門または法務部門までお問い合わ
せください。クロンは、候補者や政党の支援に関わる政治プロセスへの参加を

調査および監査
政府による調査
調べまたは捜査の一環として、政府機関から情報提供を求められる場合があります。何らかの情報を提供
する前に律で許可されている場合はまず法務部門に連絡してください。法務部門は対応ついて助言を行う
ことができるほか、ての適切な措置を講じて当社の利益が確実に保護されるようにすることができます。
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社内調査
マイクロンでは、チームメンバーは社内調査に関わる2つの重要な義務を負っています。

 ▪ 報告の義務 — まず、チームメンバーには、法律やマイクロンのポリシーに対する違反の可能性に関し
て誠意をもって懸念を報告することが求められます。率直な報告はコンプライアンスの過程に欠かせ
ない要素です。チームメンバーは、懸念される事項について、匿名でコンプライアンス・ホットラインに
報告することも、スーパーバイザー、マネージャー、法務部門、人事部門、セキュリティ部門などのさまざ
まな経路を通じて報告することもできます。報告が正当かどうか不明なチームメンバーは、案件につい
てさらに話を進めるために、スーパーバイザー、人事部門または法務部門に相談してください。

 ▪ 協力の義務 — 次に、マイクロンのチームメンバーは、不正行為または違法行為の疑いに関わる調査に
全面的かつ完全に協力することが求められます。つまり、チームメンバーは誠心誠意かつ完全に調査
員に対応し、インタビューで尋ねられた質問に回答し、要求に応じて文書、記録、その他の資料を提供
するということです。調査への非協力は不正行為とみなされる場合があり、解雇を含む懲戒処分に至
る可能性があります。

インサイダー取引
マイクロンの一員として業務に携わる中で、当社、株主、顧客またはその他の会社に関する重要な非公開情
報に接する場合があります。重要な非開示情報（内部情報 としても知られています）は、ある会社の一般
には知られていない情報で、その会社の証券の購入、売却、保有について典型的な投資家の判断に影響を
及ぼす可能性があるものを指します。公に広く知れ渡り、一定の待機期間を過ぎて市場に吸収されている
ものはすでに非公開情報ではありません。

下記のいずれの情報も内部情報に含まれる可能性があります。
 ▪ 業績
 ▪ 収益または損失の将来予想
 ▪ 生産性または生産量の変化
 ▪ 合併または買収提案のニュース
 ▪ 大口顧客の獲得または喪失
 ▪ 新製品 
 ▪ 経営陣の変更
 ▪ 重大な訴訟 
 ▪ 株式または債権のオファリング 
 ▪ 株式分割
 ▪ 重要な資産の損害または損失
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内部情報はまた、業務を通じて秘密に取得した別会社、サプライヤーまたは顧客に関わるものもあります。

重要かつ非公開の情報に基づく取引は、インサイダー取引に関わる法律に違反します。インサイダー取引に
関与した場合は誰でも、懲戒処分、および民事、刑事的な罰則の対象となる可能性があります。また、他の
人物の投資判断に影響を及ぼすために内部情報を提供（またはそれを示唆）することは違法行為です。

インサイダー取引には非常に深刻な措置が取られます。関与した金銭が少額の場合やまったく利益を得な
かった場合でも、内部情報の不正使用は罰則の対象となり得ます。

業務の一環として他のマイクロンのチームメンバーと内部情報を共有する場合は、当該情報の開示に関わ
る所定の手続きを熟知し、それに従わなければなりません。自身が知るべきではない内部情報を受け取っ
た場合は、直ちに法務部門に報告してください。

詳細は、グローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されている、インサイダー取引に関するポ
リシーをご覧ください。

会社のための発言
私たちのコミュニケーションが確実に正確で一貫したものとなるよう、マイクロンを代理してメディアや投資
家コミュニティに対して発信する権限は所定のチームメンバーにのみ与えられています。当社に関するイン
タビューまたは情報について依頼を受けた場合は丁重に発言を断り、依頼事項をグローバルコミュニケー
ション・マーケティング部門に付託してください。詳細は、グローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）
に掲載されている、重要な非公開情報の選択的開示に関するポリシー（レギュレーションFDポリシー）を
ご覧ください。

専門家ネットワーク
専門家ネットワークは広範にわたる話題についてより詳細な情報を得ようとする、第三者と対象事項の専
門家をつなぐ調査会社です。このような組織は、マイクロンのチームメンバーに対し、半導体産業、メモリお
よびストレージ市場、新興技術、製品、その他関連する話題についての見識を当該ネットワークの顧客（例
えば企業、競合先、投資家、ヘッジファンドなど）に提供した場合に報酬を支払います。   
 
自分の専門知識を尋ねられれば悪い気はしませんが、このような専門家ネットワークはご自身の経験とマ
イクロンでの役職に基づいて接触してきていることを忘れないでください。これらに関与した場合、その性
質上、取扱いが難しい話題を避けることが（不可能でなくとも）非常に難しくなり、不適切に情報を開示す
る可能性が高くなります。また、マイクロンにおけるご自身の業務に関連した事柄について専門家ネットワー
クと関与することにより、利益相反が発生してご自身とマイクロンをインサイダー取引や不正な情報開示に
関わる連邦証券法違反のリスクにさらす可能性もあります。考え得るリスクが非常に大きいことから、マイ
クロンは社員が当社での業務に関連した事柄について専門家ネットワークと関わりを持つことを禁じてい
ます。ご自身とマイクロンを守るため、このような専門家ネットワークとの関わりを承諾したり接触したりす
ることは慎んでください。 
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ソーシャルメディアの利用
ソーシャルメディアは毎日の生活と文化の一部であり、顧客、ビジネスパートナー、コミュニティと関わり、つ
ながりを持つための優れた手段にもなり得ます。私たちは責任をもってソーシャルネットワークメディアを
利用する必要があります。ソーシャルメディアは、インターネットフォーラム、ブログおよびマイクロブログ、オ
ンラインプロフィール、ウィキ、ポッドキャスト、写真、動画、Eメール、インスタントメッセージ、音楽の共有を
含むさまざまな形態が考えられます。技術の進化に伴ってソーシャルメディアのプラットフォームも進化しま
す。

ソーシャルメディア上での発言や記述は永久に記録され、無限とも思われる方法によって世界で共有され
る可能性があることを常に心しておく必要があります。従って、そのようなフォーラムに参加するにあたって
は、尊重の精神と適切な判断に従うべきです。また、マイクロンを代理して発言する権限を特に得た場合を
除き、投稿は個人の見解であることを明確にしなければなりません。マイクロンの機密情報を共有するため
にソーシャルメディアのプラットフォームを利用することは絶対に避けてください。

マイクロンは表現の自由を尊重し、原則として業務外の皆さんの行為については関知しません。しかしなが
ら、マイクロンの行動規範やその他のポリシーに違反したり、マイクロンでの業務パフォーマンス、マイクロ
ンの他のチームメンバーのパフォーマンス、マイクロンの事業上の利益や評判に影響を与えたりする社内外
での活動は、マイクロンが正当に懸念すべきものであり、皆さんは適切な判断を用いなければなりません。

アシュレイはマイクロンの営業担当です。自分のソーシャルネットワークメディアのプロフィール
に「祝！月次販売目標を20％超えました！」と書き込んでいます。これは大丈夫でしょうか？

いいえ。アシュレイはマイクロンの月次販売量について、例え良い話であれいかなる情報も
書き込むべきではありません。この情報は常に社内に限るべきです。例え具体的な数字を
挙げなかったとしても、アシュレイがマイクロンの業績について書き込んだことで外部の事
業判断材料として使われる可能性があります。どの情報が共有可能であるかについて質問
がある場合は所属のマネージャーまたはスーパーバイザーにご相談ください。

Q:

A:

このトピックに関する詳細について以下のリソースにご相談ください。
 ▪ インサイダー取引に関する質問は、グローバル・ストックプラン部門または法務部門にお問い合わせく

ださい。
 ▪ マイクロンに関するインタビューまたは情報について依頼を受けた場合は、グローバルコミュニケーシ

ョン・マーケティング部門またはIR部門に対応を委託してください。
 ▪ オンライン投稿に適したコンテンツについて詳しく知りたい場合は、グローバルポリシーサイト（エイリ

アス：policy/）に掲載されている、ソーシャルメディアへの寄稿ポリシーをご覧ください。
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コミュニティーのための  
誠実な行動
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環境保全に向けた取り組み
私たちの誰もが健全な空気、土地、水の恩恵を受けています。そして私たちは、このような資源を守る役割
を果たします。そのために、当社は適用されるすべての環境法に従います。単に法律に従うばかりでなく、
当社の職場すべてにおいて、RBA規範に定められた基準を含む、環境的な健全性の業界基準を上回るよう
取り組んでいます。RBA規範は以下に関する基準を設定しています。

 ▪ 環境に関わる認可および報告
 ▪ 汚染防止および使用資源の削減
 ▪ 有害物質
 ▪ 廃水および固形廃棄物
 ▪ 大気への排出
 ▪ 資材の制限
 ▪ 雨水管理
 ▪ エネルギー消費
 ▪ 温室効果ガスの排出 

マイクロンでは、担当業務や職責に応じた環境に関わる話題についての研修をチームメンバーに提供して
います。

マイクロンは、当社の事業全体において持続性がある方策の促進に取り組んでいます。廃棄物の削減、汚
染防止、潜在的に危険な物質の取扱いおよび処分について、安全かつ長期的な方策を取り入れています。
また、規則に準拠し、コミュニティーの健全性を維持するためのモニタリングシステムを整備し、エネルギ
ーの効果的かつ賢明な使用方法を継続して模索しています。詳細は、グローバルポリシーサイト（エイリア
ス：policy/）に掲載されている、環境、安全、衛生に関するポリシー、また、MicronNowおよびmicron.com
に掲載されている持続可能性に関する年次報告書（エイリアス：sustainability/）をご覧ください。

環境に関する要件についての質問は、所属のマネージャー、環境衛生安全チーム、法務部門またはコ
ンプライアンス・ホットラインにお問い合わせください。

当社は単に法律に従うばかりでなく、すべての職場に 
おいて環境の健全性に関する業界基準を超えるべく

取り組んでいます。
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政治活動
マイクロンは、候補者や政党の支援に関わる政治プロセスへの参加を奨励しています。しかしながら、皆さ
んがマイクロンを代理して発言したり行動しているような印象を与えることがあってはなりません。政治的
なプロセスへの参加には個人の時間とリソースのみ使用するようにしてください。会社での時間、会社の資
産または設備を個人的な政治活動のために利用することは厳に慎んでください。同様に、個人的な政治
献金が払い戻されることは決してありません。

会社としての政治活動
マイクロンの公共政策に関わる行動指針には、当社の事業利益を理解し、当社にとって重要な法の制定
を支持する公職者の選出が含まれています。しかしながら、マイクロンの資金およびその他の資産は、法
律により認められている範囲、およびマイクロンのポリシーに従ってのみ政治献金として使用することが
できます。マイクロンを代理した政治献金の管理は、政府関係部門および法務部門のみが担当していま
す。これには、製品、サービス、運輸、施設の寄付が含まれます。

また、政府関係部門はマイクロンのロビー活動を監督します。雇用中、皆さんは、政府関係部門の書面によ
る事前の権限を得た場合を除き、法律や規則の制定に影響を及ぼす目的の活動に関与したり、ロビイスト
と関わったり、そのような行動を他者に許可したりすることはできません。

適切かつ適法な限りにおいて、当社は米国連邦および州に関わる政治活動委員会（PAC）を設置します。従
業員PACへの参加は完全に任意です。いかなる形においてもいずれかの政党や候補者に対する献金や支
援について圧力がかかることはありません。

当社のPACに関する質問がある場合、または特定の政治的候補者や政治的主張を支持するよう圧力を受
けている場せください。
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慈善活動
当社のミッションの一環として、私たちは当社や当社の人員と接触する人々にプラスの影響を及ぼしたいと
考えています。当社は皆さんが熱意を感じる組織や主張への参加を奨励しており、一定の慈善活動につい
ては限定付き有給休暇の受給資格が与えられる場合もあります。しかしながら、許可がある場合を除き、
会社の相当なリソースを個人的な慈善活動に使用してはいけません。

チームメンバーとして、皆さんには慈善活動に参加する裁量があります。しかしながら、慈善活動やその他
の活動は、政治献金とみなされる形態（または政治献金の隠蔽）であってはなりません。適切な判断を用
い、他のチームメンバーに慈善の話を持ちかける場合は尊重の精神に基づいて行ってください。詳細は、グ
ローバルポリシーサイト（エイリアス：policy/）に掲載されている、社会奉仕活動時間に関するポリシーを
ご覧ください。

免責 
上級オフィサー以上またはディレクターの本規範に対する免責は、取締役会または取締役会委員会によっ
てのみ決定され、適用される法律の規定に従い速やかに開示しなければなりません。

マイクロンのどの職場で業務に携わるのであれ、具体的な
業務がどのようなものであれ、誠実さは常に重要です。
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追加リソース
本規範の項目に関わる質問については、ほとんどの場合皆さんのマネージャーが最も適した回答者です。し
かしながら、場合によってはその他のリソースも皆さんの懸念に的確に対応できるかもしれません。

関心のある項目 相談先 当社規範での  
掲載場所

アルコールまたは薬物の使用  ▪ セキュリティ部門
 ▪ 安全部門 
 ▪ 人事部門

11 ページ

反トラストおよび競争  ▪ 法務部門 24 ページ

帳簿、記録、不正  ▪ 財務部門
 ▪ 内部監査部門
 ▪ 法務部門

36 ページ

ボイコット、国際貿易  ▪ 法務部門
 ▪ 貿易コンプライアンスグループ

34 ページ

利益相反  ▪ 法務部門
 ▪ 所属のマネージャー
 ▪ 所属のバイスプレジデント
 ▪ 人事部門

18 ページ

顧客の個人情報  ▪ 法務部門 17 ページ

従業員の個人情報  ▪ 人事部門 17 ページ

環境に向けた取り組み  ▪ EHS 部門
 ▪ 法務部門

42 ページ

ビジネスパートナーとの贈答お
よび接待

 ▪ 法務部門 28 ページ

政府職員との贈答および接待  ▪ 法務部門 31 ページ

政府との契約  ▪ 法務部門 33 ページ
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関心のある項目 相談先 当社規範での  
掲載場所

ハラスメント、差別  ▪ 人事部門
 ▪ 従業員関係部門
 ▪ バイスプレジデント
 ▪ 法務部門

6 ページ

インサイダー取引  ▪ 法務部門
 ▪ グローバル・ストックプラン部門

38 ページ

知的所有権および機密情報  ▪ 法務部門 13 ページ

調査および監査  ▪ 法務部門
 ▪ 内部監査部門

37 ページ

メディア対応または投資家コミ
ュニティ

 ▪ グローバルコミュニケーション・マ
ーケティング部門

 ▪ IR部門

39 ページ

理事会、役員会、取締役会への
参加

 ▪ 法務部門
 ▪ チーフコンプライアンスオフィサー
 ▪ マイクロン基金（マイクロンのリソ
ースを外部団体のために使用する
相談）

21 ページ

政治活動　  ▪ 政府関係部門
 ▪ 法務部門

43 ページ

マイクロンに関する情報の要請  ▪ グローバルコミュニケーション・マ
ーケティング部門

 ▪ IR部門

39 ページ

サプライチェーンに関する懸念  ▪ グローバル調達部門 23 ページ

職場の安全  ▪ 安全部門 9 ページ

追加リソース
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